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要旨：本報告では，米国 AASHTO の基準で耐震設計された鉄筋コンクリート橋脚を対象とし

て，その設計条件で道路橋示方書に基づいて鉄筋コンクリート橋脚を試設計し，その結果を

比較した。また，設計地震力の違いの影響を除くため，AASHTO の基準で用いられた設計地

震力と同等の地震力を用いて試設計を行った。そして，本試設計との比較結果より，AASHTO

の基準と道路橋示方書の耐震設計法の違い，性能評価方法の違いについて考察をまとめた。 
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1. はじめに 2. AASHTO 示方書と道路橋示方書の耐震設

計法の比較 米国は，西海岸地区を中心として日本と同様

に地震の多い地域であり，橋の設計においては

地震の影響が重要な要素となっている。このよ

うな似た地震環境下にあることから，日米それ

ぞれの耐震基準の特徴を知る目的で，これまで

にも耐震設計の比較に関する報告が幾つか行わ

れている 1)-4)。最近の基準で比較すると，設定

されている耐震性能は日米で概ね等しいが，鉄

筋コンクリート橋脚を対象に挙げれば，日米の

相違点のポイントとしては，設計地震動，材料

強度のばらつきを考慮して部材（部位）間での

耐力格差を明確にしたキャパシティデザインの

適用，荷重低減係数の評価，横拘束筋の設計等

が挙げられる 2)。 

表－１は，AASHTO 示方書と道示における曲

げに関する地震時の作用と許容値の評価手法に

ついて対比して示したものである。道示では，

発生する確率の高いレベル１地震動と発生する

確率は低いが強度の強いレベル２地震動の２段

階の設計地震動が用いられ，レベル１地震動に

対して弾性設計，レベル２地震動に対して弾塑

性設計がなされているが，AASHTO 示方書では

供用期間 50 年に対して超過確率 10%の地震動

が設計地震動として用いられており，この設計

地震動に対して弾塑性設計が行われている。 

地震時作用力は，AASHTO 示方書では部材が

弾性であると仮定して算出される作用曲げモ－

メントを荷重低減係数で除して求める。荷重低

減係数は，橋脚の構造形式によって異なる値が

示されているが，別途定められている最小横拘

束筋量を配筋するという前提条件のもと，単柱

式橋脚では 3 となっている。一方，道示では，

橋脚の許容塑性率に応じて，エネルギー一定則

により必要耐力を計算している。したがって，

横拘束筋の量に応じて必要耐力の値が変化する

ことになる。 

本研究では，1995 年 AASHTO 示方書（15th 

Edition）に基づいて耐震設計された鉄筋コンク

リート橋脚をベースとして，当該橋脚を 2002

年の道示に基づいて設計した場合，設計に用い

る工学的諸数値や断面条件が定量的にどの程度

相違しているかについて検討を行った。ここで

は，特に，キャパシティデザインの採否，荷重

低減係数の評価値，横拘束筋の量の違いを比較

することに主眼を置き，設計地震力に関する条

件を等価とした上で，応答値ならびに抵抗値の

特性評価方法の違いが設計結果に及ぼす影響に

ついて検討を行った。 

断面耐力に関しては，AASHTO 示方書では材

料の公称強度を用いて求められる実質降伏曲げ

耐力に曲げ耐力低減係数φを乗じた値を設計用
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の降伏曲げ耐力として評価し

曲げ耐力低減係数φの値とし

れており，これは材料強度の

力の照査に加味する安全率が

のと考えられる。一方，道示

強度を用いて計算される終局

より地震時保有水平耐力が評

 なお，両示方書とも，設計
表－１ 曲げに対する耐震設計法の比
AASHTO 道路橋示方書

レベル１地震動
　設計水平震度0.1～0.3に相当する慣性力を作用
させて弾性解析により断面力を算出

割増し係数1.5を考慮した許容応力度

作用する断面力によって生じるコンクリートと鉄
筋の応力度が許容応力度以下となることを照査

CL／R

低減係数で、本試算では3
柱橋脚，橋の重要度：その他）
荷重による曲げモーメント

性部材と仮定した時の作用曲げ

ーメント

必要耐力=ｋhcＷ

　ｋhc=ｃzｋhc0／√2μa-1

　　ｋhc0：レベル２地震動の設計水平震度

　　　　　タイプⅠ地震動：0.7～1.0
　　　　　タイプⅡ地震動：1.5～2.0
　　μa：許容塑性率

　　Ｗ：等価重量

耐力低減係数で0.7
Ｐnの時の実質降伏曲げモーメント

Ｐa＝Ｍu／ｈ

　Ｐa：地震時保有水平耐力

　Ｍu：終局曲げモーメント

　ｈ：柱基部から慣性力作用位置までの距離

Ｐa＞ｋhcＷ

δR＝ｃR（μR－１）（1－ｒ）δy

　ｃR：残留変位補正係数で0.6

　ｒ：二次剛性比でRCの場合には0
　μR：応答塑性率

δRa=ｈ/100

δRa＞δR

照査なし

照査なし

 
表－２ せん断に対する耐震設計法の比較
AASHTO 道路橋示方書

れかにより算定

n／h

度補正係数で1.3

ヒンジの実質曲げモーメント
ＶCL／R

減係数で、せん断力の照査では1
性部材と仮定した時の地震時作用

力
重による作用水平力

1)曲げ破壊型の場合
　作用せん断力=終局水平耐力
2)せん断破壊型の場合
　作用せん断力=ｋhcＷ

　ｋhc=ｃzｋhc0／√2μa-1

　　ｋhc0：レベル２地震動の設計水平震度

　　　　　タイプⅠ地震動：0.7～1.0
　　　　　タイプⅡ地震動：1.5～2.0
　　μa：許容塑性率でせん断破壊型の場合1

　　Ｗ：等価重量

s

cｂｄ

sy(sinθ+cosθ)ｄ/ａ

ンクリートの圧縮強度(psi)

脚断面の幅
脚断面の有効高
鉄筋の断面積

帯鉄筋の降伏点

鉄筋と鉛直軸のなす角度
鉄筋の間隔

Ｐs＝Ｓc＋Ｓs

　Ｓc＝ｃcｃeｃptτcｂｄ

　Ｓs＝Ａwσsyｄ(sinθ+cosθ)/1.15ａ

　　ｃc：荷重の正負交番繰返し作用の影響に

　　　　関する補正係数
　　ｃe：橋脚断面の有効高さに関する補正係数

　　ｃpt：軸方向引張鉄筋比に関する補正係数

　　τc：コンクリートが負担できる平均せん断

　　　　 応力度

断耐力低減係数で0.85

Ｐs＞ｋhcＷ

ている。ここで，

ては 0.7 が用いら

ばらつきや曲げ耐

考慮されているも

では，材料の公称

曲げモーメントに

価されている。 

当初から目標変位

を設定するいわゆる変位ベースの耐震設計体系

ではないが，道示では，残留変位の照査が行わ

れるのが特徴的である。 

 次に，せん断に関する地震時の作用とせん断

耐力の評価手法について対比して示すと表－２

の通りである。AASHTO 示方書では，設計で想

定する作用せん断力は，部材が弾性であると仮

定して算出される作用せん断力を荷重低減係数
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（作用せん断力の算定においては 1）で除して

求めるか，または，塑性ヒンジが過強度曲げモ

ーメント（使用材料の実際の強度が設計値より

も大きいことを見込んで計算される抵抗曲げモ

ーメント）に達する時の水平力を作用せん断力

とするかのいずれかで設定することが規定され

ている。一方，道示では，せん断破壊型の橋脚

の場合には，許容塑性率を 1（橋脚が弾性範囲

内で応答する）として作用せん断力を計算する

が，曲げ破壊型の場合は，橋脚の地震時保有水

平耐力を作用せん断力として考慮しており，コ

ンクリートと鉄筋の実際の強度が設計値よりも

大きいことの影響は明示的には考慮していない。 

図－１ 比較対象とした鉄筋コンクリート橋脚 

せん断耐力の評価については，両示方書とも

コンクリートが分担するせん断耐力と帯鉄筋や

中間帯鉄筋が分担するせん断耐力の和として与

えられており，鉄筋が分担するせん断耐力はト

ラス理論に基づいた計算式となっている。ただ

し，AASHTO 示方書では，材料の公称強度から

算出される実質せん断耐力にせん断耐力低減係

数0.85を乗じた値を照査に用いるせん断耐力と

しているのに対して，道示では，計算により算

出されたせん断耐力をそのまま照査に用いてい

る。特に，コンクリートが負担できるせん断耐

力はばらつきが大きいため，実験結果に基づい

て構築されたせん断耐力算定式を用いる場合，

AASHTO 示方書のようにある低減係数を考慮

しておく必要がある。道示ではせん断耐力の算

定式において陽な形では低減係数が考慮されて

いないが，コンクリートが負担できる平均せん

断応力度については，多くの実験データの平均

値から標準偏差の 2 倍相当分だけ差し引いた値

が設計値として示されている 5)。 

図－２ 断面の配筋図 

図－３ 比較対象とした橋脚の耐震設計に

適用された Response Coefficient  

3. 比較対象とする鉄筋コンクリート橋脚 

本研究では，AASHTO 示方書に基づき設計さ

れた鉄筋コンクリート橋脚の設計条件を適用し

て，道示により橋脚を試設計した。ここで，検

討対象とした橋は 5 径間連続鋼桁橋で，固定支

承で桁と連結されている鉄筋コンクリート橋脚

を対象とした 6) 。当該鉄筋コンクリート橋脚の

構造図ならびに断面図を，それぞれ図－１なら

びに図－２に示す。 

 本橋脚は，供用期間 50 年に対して 10%超過

確率の地震動を設計地震動としており，加速度

係数は 0.15，重要度区分は「その他の橋」，地盤
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種別は「Ⅰ（固結土，せん断弾性波速度 765m/s

以上）」，耐震性能区分（SPC）はＢである。当

該橋脚の耐震設計に適用された設計水平震度ス

ペクトルは図－３の通りであり，多次モードス

ペクトル法により耐震解析が行われている。 

 

4. 道示により試設計した鉄筋コンクリート

橋脚 

 (1) 試設計の条件 

試設計は，基本条件として，地盤条件，橋脚

形式・規模，上部構造重量および材料特性を統

一した。ただし，鉄筋の降伏点については，日

本で一般に用いられている 345N/mm2 とした。

なお，設計結果を比較しやすくするために，橋

脚の断面幅は同一とした。 

図－４ 道示に基づいて試設計された断面 

設計水平震度については，道示に規定される

設計水平震度，AASHTO の設計例で用いられて

いた設計水平震度をレベル２地震動に対する設

計水平震度として代用したケースを設定し，そ

れぞれに対して試設計を行った。 

(2) 試設計結果 

AASHTO の設計例における諸条件を基本と

して道示に基づいて耐震設計した場合の結果を

図－４に示す。また，設計において算定された

作用力や耐力等の計算結果を表－３に示した。

これより，道路橋示方書で設計すると，断面が

非常に大きくなることがわかる。これは，図－

３に示される AASHTO 示方書で算定される設

計水平震度が道示の設計水平震度（レベル２地

震動）よりもはるかに小さく，設計地震力の違

いが如実に表れた結果となっている。 

そこで，次に，設計地震力の違いの影響を小

さくするために，AASHTO 示方書により算定さ

れる設計水平震度 0.135 が道示に規定するレベ

ル２地震動のタイプⅠの地震動に対する設計水

平震度であると仮定して，地震時保有水平耐力

法により断面を設計した。日本の耐震設計では，

0.135 程度の設計水平震度に対して弾塑性設計

をすることは現実的ではないが，ここでは作用

力や耐力の計算方法の違いを把握するために敢

えてこのような試算を行った。図－５に設計に

より決定した断面を示す。これより，橋脚の断

面寸法は AASHTO 示方書で設計された断面の

寸法と同一とすることができたが，軸方向鉄筋

量が約 1.5 倍となっており，道示の方が曲げ耐

力の大きい橋脚を設計させる結果となった。こ

れは，道示では，タイプⅠの地震動に対しては

繰返し回数の多い地震動を対象としていること

から許容塑性率が小さく評価され，今回の試設

計では 1.82 であったことから，荷重低減係数を

3.0 とする AASHTO 示方書による設計よりも大

きな曲げ耐力が必要と評価されたためである。 

次に，AASHTO 示方書により計算される設計

水平震度 0.135 がレベル２地震動のタイプⅡの

地震動に対する設計水平震度であると仮定して，

同様に地震時保有水平耐力法により断面を設計

してみた。設計により決定された断面条件を図

－６に示す。これより，タイプⅠの地震動に対

する設計水平震度を 0.135 として設計したケー

スよりも軸方向鉄筋量が減っており，AASHTO

示方書で設計された断面よりもさらに少なく設

計されている。これは，道示では許容塑性率が

6.93 と評価されたために，大きな塑性変形性能

を考慮することにより曲げ耐力を小さくするこ

とができたためである。ただし，本断面条件の

決定要因は，AASHTO 示方書にはない残留変位

の規定であった。したがって，仮に残留変位の

規定がなければ，さらに断面や鉄筋量を少なく
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表－３ 作用力ならびに耐力等の計算結果 
AASHTO

0.135 2.0 (タイプⅡ地震動) 0.135(タイプⅠ地震動) 0.135(タイプⅡ地震動)

6.1×1.905 m 6.1×5.2 m 6.1×1.9 m 6.1×1.9 m

#11(直径36mm) 114本
(1.0%)

D38 258本
(0.93%)

D32 188本， D19 18本
(1.33%)

D35 78本， D19 12本
(0.67%)

帯鉄筋
塑性ヒンジ領域内　D22　152mm間隔
塑性ヒンジ領域外　D22　305mm間隔

D19　150mm間隔 D22　150mm間隔 D22　150mm間隔

中間帯鉄筋
塑性ヒンジ領域内　D22　250mm間隔
塑性ヒンジ領域外　D22　375mm間隔

D19　1000mm間隔 D22　1000mm間隔 D22　1000mm間隔

横拘束筋の体
積比

塑性ヒンジ領域内　2.45%
塑性ヒンジ領域外　1.23%

0.76% 1.03% 1.03%

1.55 (全断面有効で計算) 0.57 (降伏剛性で計算) 2.10 (降伏剛性で計算) 2.10 (降伏剛性で計算)

作用力

Ｍu=Ｍd＋ＭCL／R

　 =22267 kN･m  (R=3)
　Ｍd=643 kN･m

　ＭCL=1.0ＭEQlong+0.3ＭEQtrans

　　　=64873 kN･m
作用水平力=Ｍu／h=1460 kN

必要耐力=ｋhcＷ

　　　　=16666 kN
（μa：許容塑性率=10.1）

必要耐力=ｋhcＷ

　　　　=2509 kN
（μa：許容塑性率=1.82）

必要耐力=ｋhcＷ

　　　　=1116 kN
（μa：許容塑性率=6.93）

水平耐力
Ｐa=φＭn／h

　 =0.7×50387／15.25
 　=2313 kN

Ｐa=Ｍu／ｈ

　 =19101 kN

Ｐa=Ｍu／ｈ

　 =2779 kN

Ｐa=Ｍu／ｈ

　 =1826 kN

照査 φＭn＞Ｍu   (ok) Ｐa＞ｋhcＷ   (ok) Ｐa＞ｋhcＷ   (ok) Ｐa＞ｋhcＷ   (ok)

残留変位
δR=ｃR(μR－1)(1－ｒ)δy

　 =0.147 m

δR=ｃR(μR－1)(1－ｒ)δy

　 =0.066 m

δR=ｃR(μR－1)(1－ｒ)δy

　 =0.136 m

許容残留変位
δRa=ｈ/100

    =0.153 m

δRa=ｈ/100

    =0.153 m

δRa=ｈ/100

    =0.153 m

照査 δRa＞δR   (ok) δRa＞δR   (ok) δRa＞δR   (ok)

作用力

Ｖu=Ｖd+ＶCL／R=4262 kN

　R=1
　ＶCL=1.0ＶEQong+0.3ＶEQtrans

       =4222kN

　Ｖd=40 kN

 作用せん断力
=終局水平耐力
=19101 kN
（∵曲げ破壊型）

 作用せん断力
=終局水平耐力
=2779 kN
（∵曲げ破壊型）

 作用せん断力
=終局水平耐力
=1826 kN
（∵曲げ破壊型）

せん断耐力

Ｖn=Ｓc+Ｓs

　Ｓc=2√ｆcｂｄ

     =9443 kN
φＶn=0.85×9443

　　　=8026 kN
Ｓcのみで作用力を上回っているので

Ｓsの計算は省略

Ｐs=Ｓc＋Ｓs

   =26233 kN
　Ｓc=6228 kN

　Ｓs=20005 kN

Ｐs=Ｓc＋Ｓs

   =11837 kN
　Ｓc=2692 kN

　Ｓs=9145 kN

Ｐs=Ｓc＋Ｓs

   =12406 kN
　Ｓc=2922 kN

　Ｓs=9484 kN

照査 φＶn＞Ｖu　 (ok) Ｐs＞Ｐu  (ok) Ｐs＞Ｐu  (ok) Ｐs＞Ｐu  (ok)

照査なし

道路橋示方書

せ
ん
断
力

設計水平震度の標準値

断面寸法

軸方向鉄筋
(軸方向鉄筋比)

横
拘
束
筋

固有周期(s)

地
震
時
保
有
水
平
耐
力

変
位

することが可能であったことになる。このよう

に，荷重低減係数を一定とする場合と横拘束筋

による拘束効果に応じて変化させる場合で，設

計される断面に相応の違いが生じ，また，道示

に固有な残留変位の規定によって設計結果に違

いを生じさせることもある。 

また，AASHTO 示方書では，設計に用いる曲

げ耐力の値を実質曲げ耐力の 70%とし，曲げ耐

力に対してもかなり大きな安全係数を考慮して

いること，作用曲げモーメントの評価において

は，２方向地震力の影響を考慮していることも

特徴的である。道示では設計に用いる曲げ耐力

の値は材料の公称強度に基づく実質曲げ耐力の

値をそのまま用い，また，地震力は２方向独立

に作用させて耐震設計されており，AASHTO 示

図－５ タイプⅠの地震動の設計水平震度を 
補正して試設計された断面 
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て，道示により設計された橋脚の場合はおよそ

1.0%前後となっている。これは，AASHTO 示方

書では，中間帯鉄筋の水平方向間隔が 305mm

以下と規定されており，道示と比較すると非常

に細かく中間帯鉄筋が配筋されるためである。 

 

5. まとめ 

本研究における日米比較では，意図的に設計

水平震度を同一として，許容塑性率の評価のし

かたの違い，荷重低減係数の評価のしかたの違

い，残留変位の照査の有無，中間帯鉄筋の水平

方向配置間隔に関する配筋細目規定の違い等に

ついて試設計結果に基づいて検討した。今回比
図－６ タイプⅡの地震動の設計水平震度を 
補正して試設計された断面 
方書の方が設計上厳しい評価結果を与えている。 

一方，今回の対象橋脚は曲げ破壊型であり，

せん断に関する評価手法の違いが断面設計結果

に及ぼす影響は現れなかった。しかしながら，

作用せん断力の評価手法に違いが見られる。

AASHTO 示方書による設計結果を見ると，橋脚

の地震時保有水平耐力が 3304kN（=50387kN･

m/15.25m）であるのに対して，設計で考慮する

作用せん断力は 4262kN となっており，これは

橋脚の地震時保有水平耐力の約 1.3 倍である。

表－２に示したように，AASHTO 示方書では，

設計に用いる作用せん断力は，材料の過強度特

性を考慮した塑性ヒンジの曲げ耐力から求める

か，または，荷重低減係数を 1 として算出され

る作用せん断力のいずれかを用いることが規定

されている。道示では，曲げ破壊型であれば，

橋脚の地震時保有水平耐力を作用せん断力とし

て評価されているが，この設計例では，曲げ破

壊型であっても，橋脚は弾性応答をするものと

みなして作用せん断力を評価している。このよ

うに，AASHTO 示方書では，作用せん断力の評

価が非常に安全側になされている。 

なお，いずれのケースにおいても，中間帯鉄

筋の配筋量にも大きな差がある。AASHTO 示方

書で設計された橋脚では，塑性ヒンジ領域にお

ける横拘束筋の体積比は 2.45%であるのに対し

較対象とした橋は，さほど地震危険度の高い地

域の橋ではなく設計地震動が小さいケースでは

あるが，このような設計条件の橋で耐震設計結

果を日米比較すると，道示の方が少ない鉄筋量

で断面設計が可能となった。 

また，AASHTO 示方書では，キャパシティデ

ザインの考え方に基づいた耐震設計がされてお

り，確実に曲げ破壊となるよう，作用せん断力

の評価，ならびに，せん断耐力の評価において

は十分な安全係数が考慮されていた。 
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